
職員給与の状況1

◆職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額

※１.「平均給料月額」とは、令和7年４月1日における職員の基本給の平均です。　２.「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる諸手当の
額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

（令和7年4月1日現在）

区　分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
（国ベース） 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）

海老名市 41.7歳 32万7,040円 39万8,996円 48.7歳 29万7,063円 34万9,797円

国 41.9歳 33万2,237円 41万4,480円 51.3歳 29万4,567円 33万7,907円

◆職員給与費 （令和6年度一般会計決算）

※１.職員手当には退職手当を含みません。　２.職員数は、令和6年４月１日現在の人数です。　
　３.（　　）内は、短時間勤務職員です。職員数に含みません。

区　分 職員数 Ａ
給    与    費 1人当たり

給与費 B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

令和6年度 829人
（18）

31億3,130万
8,000円

10億2,386万
2,000円

14億1,455万
1,000円

55億6,972万
1,000円 671万8,000円

※（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

◆期末手当・勤勉手当 （令和6年度）
海 老 名 市 国

1人当たり平均支給額
171万9,700円 ―

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
2.5月

（1.4月）
2.1月

（1.0月）
2.5月

（1.4月）
2.1月

（1.0月）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級
などによる加算措置
・役職加算 5～20％

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級
などによる加算措置
・役職加算 5～20％
・管理職加算 10～25％

◆退職手当 （令和7年4月1日現在）
区　分 海 老 名 市 国
支 給 率 自 己 都 合 勧 奨・定 年 自 己 都 合 勧 奨・定 年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（1～45％加算）
退職時特別昇給 なし なし

1人当たり平均支給額 236万円 2,242万円 －

特別職の報酬などの状況2
（令和7年4月1日現在）

区　　分 給 料 月 額 等 期 末 手 当 退 職 手 当（１期 の 手 当 額 ）

給　料
市 長 93万円 4.6月

（令和6年度支給割合）
加算措置20％

1，674万円
副 市 長 74万6,000円     895万2,000円
教 育 長 70万円    504万円

報　酬
議 長 53万6,000円 4.55月

（令和6年度支給割合）
加算措置20％

－
副 議 長 45万1,000円 －
議 員 42万2,000円 －

※退職手当（１期の手当額）は、４月１日現在の給料月額および支給率に基づき、１期（市長・副市長は4年＝48月、教育長は3年＝36月）を
勤めた場合における退職手当の見込額です。

職員数の状況3
◆部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年度4月1日現在）

区　　分 職員数 対前年
増減数 主な増減理由など

部　　門 令和7年度 令和6年度

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 7 7 0
総務 179 172 7 コミセン直営化に伴う増
税務 37 37 0
民生 168 167 1 業務見直しに伴う増
衛生 124 87 37 ごみ収集体制変更に伴う増
農水 13 14 △1 業務見直しに伴う減
商工 14 12 2 業務見直しに伴う増
土木 89 84 5 まちづくり政策充実のための増

計 631
（17）

580
（18）

51
（△1） 〈参考〉人口１万人当たり職員数 44.83 人

教育部門 60 60 0
消防部門 192 189 3 消防体制強化に伴う増

小　計 883
（18）

829
（18）

54
（0） 〈参考〉人口１万人当たり職員数 62.73 人

会
計
部
門

公
営
企
業
等

下水道 15 15 0 下水道事業
その他 33 31 2 国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業

小　計 48
（0）

46
（0）

2
（0） 業務見直しに伴う増

合　計
931

（18）
[962]

875
（18）
[895]

56
（0）
[67]

〈参考〉人口１万人当たり職員数 66.14 人

※1.職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者や派遣職員などを含み、会計年度任用職員を除いてい
ます。　２.[　　]内は、条例定数の合計です。　3.（　　）内は、短時間勤務職員です。職員数に含みません。

　職員に支給している給与・職員数などの人事行政の運営状況の概要をお知
らせします。今回お知らせする情報のほか、「その他の手当」「級別職員構成比」
「年齢別職員構成の状況」などを市ホームページで公開しています。

海老名市の給与・職員数の状況

◆一般行政職（521人）の級別内訳 （令和7年4月1日現在）

1級（主事補）
2級（主事）
3級（主任主事）
4級（主査）
5級（係長・副主幹）
6級（課長・主幹）
7級（次長・参事）
8級（理事・部長）

問職員課 046（235）4503

◆職員の初任給 （令和7年4月1日現在）

区　　分 海 老 名 市 国

一般行政職
大学卒 24万2,000円 総合職大学卒 24万2,000円／一般職大学卒 23万2,000円

高校卒 21万3,100円 一般職高校卒 20万300円

技能労務職 20万6,700円 －

45 広報えびな2025年12月15日号広報えびな2025年12月15日号

1級
50人
9.6%

2級
102人
19.6%

3級
91人
17.5%4級

68人
13.0%

5級
92人
17.7%

6級
62人
11.9%

7級44人
8.4%

8級12人 2.3%

案内ページ


